別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:　新　在宅サービス拠点普及啓発事業費（任意）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　いきがい支援担当　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,000千円　（前年度予算額：0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　急速な高齢化の進展と高齢者像・地域特性の多様化等に伴い、高齢者の保健医療福祉を取り巻く環境の変化等に適切に対応し、「単身・重度の要介護者」であっても、在宅を中心とする住み慣れた地域で、尊厳と個別性が尊重された生活を継続することができるような社会環境の整備が求められている。

　平成24年4月1日施行となる改正介護保険法等において、新しく開始されることとなったサービス「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」は、要介護高齢者のニーズにきめ細かく対応した短時間のケアを１日に複数回提供するケアプランを作成するものであり、既存の訪問介護サービスとは異なるサービスである。県内各事業所において適切なケアマネジメントに基づきサービス提供ができるよう、新サービスの円滑な導入を促し適切に実施が行われるよう普及啓発のための研修事業を実施する。
	２　所要経費


研修委託料　2,000千円　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する

	２　これまでの取組状況


　平成22年度から、介護保険サービスに含まれていない短時間の訪問介護サービスをモデル的に実施し、必要なコストや設備、ニーズの把握、利用者の身体状況の変化等のデータやノウハウの蓄積を行った。 
【財源】ふるさと雇用再生特別基金及び緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用

（H22：63,580千円、H23：132,900千円）

（平成22年度）
　・岐阜圏域、西濃圏域、東濃圏域においてサービス提供。
  ・民間提案者である（社福）新生会、（株）新生メディカルへ委託したほか、地域福祉の中核的組織である市町村社会福祉協議会（多治見市・中津川市）へ委託。
（平成23年度）
　・県内全域でサービス提供。
　・平成21年度から継続実施の（株）新生メディカル、多治見市社会福祉協議会のほか、岐阜（11事業者）、中濃（2事業者）、飛騨（2事業者）でも委託事業者を選定。
計17事業者へ委託。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成22、23年度はモデル事業を実施することで、新サービスに対して意欲的な事業者を育成してきた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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